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貸 借 対 照 表 

（2023年２月28日現在） 

(単位 千円) 
 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

有 価 証 券 

商 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

未 収 収 益 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

 

 
 

 
13,185,500 

6,819,449 

1,017,133 

30,006 

2,287,194 

28,394 

161,682 

637,500 

585,221 

1,619,365 

△446 

 

34,793,623 

26,285,511 

12,823,453 

703,075 

1,172,519 

7,153 

1,236,377 

9,581,481 

668,856 

92,594 

731,121 

552,943 

153,278 

24,899 

7,776,990 

1,967,559 

60,347 

3,151 

24,770 

141,528 

1,971,003 

1,482,701 

626,041 

1,499,886 

 

 
 

流 動 負 債 12,780,856 

買 掛 金 5,770,319 

短 期 借 入 金 1,050,000 

１年内返済予定の長期

借 入 金 
1,237,105 

リ ー ス 債 務 134,663 

未 払 金 841,774 

未 払 法 人 税 等 483,143 

未 払 費 用 604,016 

預 り 金 193,784 

賞 与 引 当 金 282,702 

そ の 他 2,183,347 

  

固 定 負 債 8,079,663 

長 期 借 入 金 5,265,590 

リ ー ス 債 務 600,511 

資 産 除 去 債 務 1,674,690 

長 期 預 り 敷 金 512,993 

長 期 預 り 保 証 金 25,877 

  

  

負 債 合 計 20,860,520 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 26,650,475 

資 本 金 1,000,000 

資 本 剰 余 金 16,186,176 

そ の 他 資 本 剰 余 金 16,186,176 

利 益 剰 余 金 9,464,299 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

250,000 

9,214,299 

固定資産圧縮積立金 50,299 

繰 越 利 益 剰 余 金 9,163,999 

評価・換算差額等 468,127 

その他有価証券評価差額金 468,127 

純 資 産 合 計 27,118,603 

資 産 合 計 47,979,124 負 債 ・ 純 資 産 合 計 47,979,124 
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損 益 計 算 書

 

( 
自2022年３月１日 

至2023年２月28日 ) 
(単位 千円) 

 
科 目 金 額 

売 上 高  92,718,381 

売 上 原 価  69,306,042 

売 上 総 利 益  23,412,339 

営 業 収 入  4,790,155 

営 業 総 利 益  28,202,494 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  25,512,176 

営 業 利 益  2,690,317 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 150,342  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 327,476 477,819 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 31,710  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 33,713 65,424 

経 常 利 益  3,102,712 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 2,407  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,776 5,184 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 20,040  

減 損 損 失 1,207,573  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 19,383 1,246,997 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,860,899 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 803,866  

法 人 税 等 調 整 額 △196,648 607,218 

当 期 純 利 益  1,253,681 
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株主資本等変動計算書

 

( 
自2022年３月１日 

至2023年２月28日 ) 
(単位 千円) 

 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計 固定資産 

圧縮積立金 

繰越利益 

剰余金 

2022年３月1日残高  1,000,000 16,186,176 16,186,176 250,000 50,299 8,625,826 8,926,125 

 会計方針の変更による 

 累積的影響額  
   

  
△11,503 △11,503 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高  
1,000,000 16,186,176 16,186,176 250,000 50,299 8,614,322 8,914,622 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当      △704,004 △704,004 

当期純利益      1,253,681 1,253,681 

株主資本以外の項目の事業  

年度中の変動額（純額）  
   

  
  

事業年度中の変動額合計  ― ― ― ― ― 549,676 549,676 

2023年２月28日残高  1,000,000 16,186,176 16,186,176 250,000 50,299 9,163,999 9,464,299 

 

 
 

 
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

株主資本合計 
その他有価証券 

評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算 

差 額 等 合 計 

2022年３月1日残高  26,112,302 202,806 202,806 26,315,108 

 会計方針の変更による 

 累積的影響額  
△11,503   △11,503 

会計方針の変更を反映した 

当期首残高  
26,100,799 202,806 202,806 26,303,605 

事業年度中の変動額     

剰余金の配当 △704,004   △704,004 

当期純利益 1,253,681   1,253,681 

株主資本以外の項目の事業  

年度中の変動額（純額）  
 265,321 265,321 265,321 

事業年度中の変動額合計  549,676 265,321 265,321 814,998 

2023年２月28日残高  26,650,475 468,127 468,127 27,118,603 
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個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式    移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。） 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

 

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①商品（生鮮食料品を除く）     売価還元法による原価法 

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法） 

②商品（生鮮食料品）・貯蔵品    最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法） 

 

２. 固定資産の減価償却方法 

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く） 

車両運搬具          定率法 

その他のもの         定額法 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物  8 年～ 34 年 

構築物 10 年～ 30 年 

機械及び装置 9 年～ 12 年 

車両運搬具 4 年～ 6 年 

工具、器具及び備品 5 年～ 10 年 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産について

は、３年間で均等償却する方法を採用しております。 

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

⑶ リース資産            リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

 

３. 引当金の計上基準 

⑴ 貸倒引当金            主として、金銭債権の貸倒損失に備えるため一般債権に

ついては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上することとしております。 

⑵ 賞与引当金            従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期

期間対応額を計上しております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

⑴ 商品の販売に係る収益認識 当社は、主にスーパーマーケットにおける商品の販売

を行っており、このような商品の販売については、通

常、商品を顧客に引き渡した時点で履行義務が充足さ

れると判断し、当該商品の引渡時点において収益を認

識しております。 

⑵ 自社発行ポイントに係る収益認識 当社が付与したポイントを履行義務として識別し、将

来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格

を基礎として、取引価格の配分を行い、ポイントが使

用された時点で収益を認識しております。 
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⑶ 自社発行商品券に係る収益認識 当社が発行した商品券を履行義務として識別し、商品

券が使用された時点で収益を認識しております。当社

が発行した商品券の未使用部分については、使用見込

み分の回収率を勘案し、顧客による権利行使パターン

と比例的に収益を認識しております。 

⑷ 収益の本人代理人の判定 当社が特定された財又はサービスを自ら提供する履行

義務である場合には、本人として対価の総額で収益を

表示しております。また、当社が特定された財又は

サービスが他の当事者によって提供されるように手配

する履行義務である場合には、代理人として顧客から

受け取る対価の総額から第三者のために回収した金額

を差し引いた純額で収益を表示しております。 

 

会計方針の変更に関する注記 

１．収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を当事業年度の

期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。収益認識会計基準等の適

用による主な変更点は以下のとおりです。 

 

 ⑴ 本人及び代理人取引に係る収益認識 

顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が本人に該当する取引のうち、従来、顧

客から受け取る対価の総額から第三者に対する支払額を控除した純額で収益を認識していたも

のについては、総額で収益を認識し、当該支払額を売上原価又は販売費及び一般管理費に計上

する方法に変更しております。また、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代

理人に該当する取引のうち、従来、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していたも

のについては、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する

方法に変更しております。 

 

 ⑵ 自社ポイント制度に係る収益認識 

当社では、maruca カードによるカスタマー・ロイヤルティ・プログラムを提供しており、会

員の購入金額に応じてポイントを付与し、利用されたポイント相当の財又はサービスの提供を

行っております。従来は、将来にポイントとの交換に要すると見込まれる費用を引当金として

計上し、ポイント引当金繰入額を販売費及び一般管理費に計上しておりましたが、付与したポ

イントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格等を

基礎として取引価格の配分を行う方法に変更しております。 

 

 ⑶ 自社発行商品券に係る収益認識 

当社が発行している商品券の未使用分について、従来、発行から一定期間経過後に収益とし

て認識するとともに、発行した商品券の利用に備えるため未使用残高を負債に計上しておりま

したが、当該商品券について顧客による権利行使パターンと比例的に収益を認識する方法に変

更しております。 

 

 ⑷ 自社発行割引クーポンに係る収益認識 

当社が発行している割引クーポンについて、従来、顧客から受け取る対価の総額を収益とし

て認識する一方、提示された割引クーポンは費用として認識する方法によっておりましたが、

顧客から受け取る対価の総額から当該費用を控除した純額で収益を認識する方法に変更してお

ります。 

 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響

額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しており

ます。ただし、収益認識会計基準第 86 項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに

従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用し

ておりません。 

この結果、当事業年度の売上高は 22 億 31 百万円減少し、売上原価は１億 50 百万円、営業収入

は 29 億 65 百万円それぞれ増加いたしました。販売費及び一般管理費は５億 57 百万円増加し、営

業利益は 25 百万円、経常利益及び税金等調整前当期純利益は 27 百万円、それぞれ増加しておりま

す。また、利益剰余金の当期首残高は 11 百万円減少しております。なお、１株当たり情報に与え

る影響は軽微であります。 
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２．時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品

に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44-２項に定める経過的な取扱

いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといた

しました。なお、計算書類に与える影響はありません。 

また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する

事項等の注記を行うことといたしました。 

 

会計上の見積りに関する注記 

小売店舗に係る固定資産の減損 

１. 当事業年度の計算書類に計上した金額 

小売店舗に係る固定資産の帳簿価額 18,043,778千円 

小売店舗に係る減損損失 1,162,432千円 

 

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

⑴ 金額の算定方法 

 当社は、各小売店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングを

しており、各資産グループの営業利益が継続してマイナスとなった場合、主要な資産の時

価が著しく下落した場合、店舗閉鎖の意思決定等により回収可能価額を著しく低下させる

変化がある場合、経営環境の変化により店舗の業績が著しく悪化した場合等に減損の兆候

を認識しております。 

 減損の兆候が把握された資産グループについては、資産グループごとの将来キャッ

シュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの合計が固定資産の帳簿価額を下

回る場合には、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して計上しております。 

 回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方により測定しております。 

 このうち、使用価値は、将来キャッシュ・フローを、借入資本コストと自己資本コスト

を加重平均した資本コスト（WACC）で現在価値に割り引いて算定しております。 

 

⑵ 主要な仮定 

 将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、小売店舗ごとの見積期間にお

ける売上高、売上総利益率、販売費及び一般管理費率の予測であります。 

 なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、翌事業年度において重要な影響は

ないものと仮定して会計上の見積りを行っております。 

 

⑶ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

 上記の主要な仮定は、当社を取り巻く経営環境の変化によって影響を受ける可能性があ

り、不確実性を伴うものであります。したがって、これらの仮定が変化し、翌事業年度に

おいて減損損失を認識する必要が生じた場合には、同期間の計算書類に影響を与える可能

性があります。 
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貸借対照表に関する注記 

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

⑴ 担保に供している資産 

建物 3,233,356千円 

土地 5,251,711千円 

投資有価証券 514,507千円 

計 8,999,576千円 

⑵ 担保に係る債務 

買掛金 546千円 

短期借入金 750,000千円 

１年内返済予定の長期借入金 1,032,813千円 

長期借入金 4,546,792千円 

計 6,330,151千円 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額 25,156,628千円 

 

４．有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額 

建物 17,234千円 

機械及び装置 48,778千円 

工具、器具及び備品 27,922千円 

  計 93,935千円 

 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 1,503,764千円 

短期金銭債務 25,158千円 

 

６．保証債務 

該当事項はありません。 

 



- 8 - 

損益計算書に関する注記 

１. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２. 減損損失に関する注記 

当事業年度において、当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。  

用途 場所 種類 

店舗 山口県、福岡県、広島県 土地、建物、その他 

遊休資産 山口県 土地 
 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗、工場を基本単位として、また賃貸資産及び

遊休資産については物件単位毎にグルーピングしております。 

その結果、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである店舗及び帳簿価額に対して著しく時価が下

落している店舗等について、減損処理の要否を検討し、減損対象となった資産は、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額1,207,573千円を特別損失に計上しております。  

区分 
土地 

（千円） 

建物 

（千円） 

その他 

（千円） 

店舗 26,400 855,669 325,291 

遊休資産 212 － － 
 

なお、回収可能価額が使用価値の場合は、将来キャッシュ・フローを9.422％の割引率で割り引いて計算

しております。回収可能額が、正味売却価額の場合には、不動産鑑定評価額、固定資産税評価額等に基づき

算定しております。 

 

３. 関係会社との取引高 

営業収益 3,000千円 

営業費用 442,168千円 

営業取引以外の取引高 105,726千円 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１. 発行済株式に関する事項  

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度期末 

普通株式(株) 20,000 － － 20,000 
 

 

２. 自己株式に関する事項  
  該当事項はありません。 

 

３. 配当に関する事項 

⑴ 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円）  

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2022年５月19日 

定時株主総会 
普通株式 352,002 17,600.12 2022年２月28日 2022年５月23日 

2022年10月12日 

取締役会 
普通株式 352,002 17,600.12 2022年８月31日 2022年11月１日 

 

⑵ 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの  

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円）  

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2023年５月18日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 359,782 17,989.13 2023年２月28日 2023年５月22日 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に対する事項 

⑴ 金融商品に対する取組方針 

当社は、店舗の開設のための設備投資計画に基づき、必要な資金を銀行借入により調達してお

ります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク 

①資産 

現金及び預金のうち、預金はすべて円建てであり、ほとんどが要求払預金であります。 

売掛金は、すべて３ヶ月以内の回収期日であり、顧客の信用リスクに晒されております。 

有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との業務等に関連する株式であり、市場価格の

変動リスクに晒されております。 

差入保証金は、主に店舗の土地又は建物を賃借するためのものであり、差入先の信用リスクに

晒されております。 

②負債 

買掛金は、すべて２ヶ月以内の支払期日であります。 

短期借入金は、主に短期の運転資金に必要な資金の調達を目的としたものであり、変動金利で

あるため、金利の変動リスクに晒されております。 

未払金、未払消費税等、未払法人税等及び未払費用は、すべて３ヶ月以内の支払期日でありま

す。 

長期借入金及びファイナンス・リース取引にかかるリース債務は、主に店舗の設備投資に必要

な資金の調達を目的としたものであり、返済期日は概ね10年以内であります。借入の一部は、変

動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。 

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権、差入保証金について、財務経理部で取引先ごとの期日管理及び残高管理

を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

有価証券及び投資有価証券については、市場価格の変動リスクに晒されており、財務経理部

において四半期毎に時価や発行体の財務状況を把握することにより市場価格の変動リスクの軽

減を図っております。 

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

営業債務、借入金及びファイナンス・リース取引にかかるリース債務は、流動性リスクに晒 

されておりますが、当社では、財務経理部が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管

理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項 

2023年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません。  

 
貸借対照表 

計上額（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

⑴  有価証券及び投資有価証券    

    その他有価証券 1,773,254 1,773,254 － 

⑵  差入保証金 626,041 588,782 △37,258 

資産計 2,399,296 2,362,037 △37,258 

⑴  長期借入金（１年内返済予定のものを含む） 6,502,695 6,481,535 △21,159 

⑵  リース債務（１年内返済予定のものを含む） 735,175 710,621 △24,553 

負債計 7,237,870 7,192,157 △45,712 
 

（注）１．「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」「未払消費税」「未

払法人税等」及び「未払費用」については現金であること、及び短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

２．市場価格のない株式等の貸借対照表計上額  
 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 224,310 

関係会社株式 60,347 
  

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した

時価  

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価  

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。  

 

⑴ 時価で貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券 1,486,928 148,910 － 1,635,838 

資産計 1,486,928 148,910 － 1,635,838 

 

⑵ 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品  

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

差入保証金 － 588,782 － 588,782 

資産計 － 588,782 － 588,782 

長期借入金（１年内返済予定のもの

を含む） 
－ 6,481,535 － 6,481,535 

リース債務（１年内返済予定のもの

を含む） 
－ 710,621 － 710,621 

負債計 － 7,192,157 － 7,192,157 
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（注）１．投資信託の時価は上記に含めておりません。投資信託の貸借対照表計上額は137,416

千円であります。 

２．時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明  

有価証券及び投資有価証券  

株式は上場株式であり、活発な市場で取引されているため、レベル１の時価に

分類しております。 

債券は市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められな

いため、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

差入保証金 

差入保証金の時価は、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを契約期

間等に対応する国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しており、レベル

２の時価に分類しております。 

長期借入金 

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスク

を加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に

分類しております。 

リース債務 

リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスク

を加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に

分類しております。 

 

賃貸等不動産に関する注記 

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項 

１．賃貸等不動産の概要 

当社は、山口県、広島県及び福岡県において、賃貸用の店舗及び土地を有しております。 

 

２．賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価

及び当該時価の算定方法  
貸借対照表計上額（千円） 決算日における時価 

（千円） 当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高 

4,561,992 △307,558 4,254,434 2,545,325 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。 

２．主な変動 

増加は、建物の増加及び不動産の取得304,437千円、減少は減価償却費及び減損

損失額269,013千円であります。 

３．時価の算定方法 

主として不動産鑑定基準に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整

を行ったものを含む。）であります。 

 

３．賃貸等不動産に関する損益 

当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、336,482千円（賃貸収益は営業収入に、主な賃貸費用は

販売費及び一般管理費に計上）であります。 

 

税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産（評価性引当額△914,772千円）の発生の主な原因は、減損損失であり、繰延税金負

債の発生の主な原因は、資産除去債務等であります。 
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関連当事者との取引に関する注記 

１. 親会社 

（単位 千円） 

 
２. 子会社 

（単位 千円） 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１）資金の貸付は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
（注２）配当金の金額は、経営環境や業績動向を勘案して決定しております。 

 
収益認識に関する注記 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：千円） 

 当事業年度 

顧客との契約から生じる収益  

生鮮食品 44,485,417 

加工食品 44,506,215 

住居関連品 3,363,896 

衣料品・その他 362,852 

営業収入 3,983,782 

合計 96,702,164 

その他収益（注） 806,372 

外部顧客への収益 97,508,537 

（注）「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号 2007 年

３月 30 日）に基づく不動産賃貸収入であります。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

当社は、スーパーマーケット事業を主業とし、その主な収益は、当社の店舗へ来店する顧客に対

する店頭での商品の販売であります。商品を顧客に引き渡した時点で履行義務が充足されると判

断しており、当該商品の引渡時点において収益を認識しております。商品の対価は、商品の引渡

しから概ね１ヶ月以内に受領しております。 

また、当社の営業収入は、主に当社の物流センターに納品される商品等を分荷し店舗へ配送する

対価に関する収入（センターフィー）や、消化仕入に係る手数料収入等からなります。顧客であ

る取引先に対するサービスの提供に応じて履行義務が充足されると判断しており、サービスを提

供した時点で収益を認識しております。サービスの提供に係る対価は、取引先との契約に基づき

概ね１ヶ月以内に受領しております。

種類 
会社等 
の名称 

議決権等の 
所有（被所有） 

割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 ㈱リテールパートナーズ 
被所有 

直接 100.0％ 役員の兼任 

資金の貸付(注１) 1,500,000 短期貸付金 1,500,000 

利息の受取(注１） 5,366 － － 

配当金 704,004 － － 

種類 会社等 
の名称 

議決権等の 
所有（被所有） 

割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 ㈱ＲＰＧ保険サービス 所有 
直接 100.0％ 

役員の兼任 配当金の受取(注２) 100,000 － － 
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３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

⑴ 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の期首残高及び期末残高 

（単位：千円） 

 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,142,857 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,053,454 

契約負債（期首残高） 1,538,707 

契約負債（期末残高） 2,092,996 

（注）１．顧客との契約から生じた債権は、貸借対照表のうち、流動資産の「売掛金」「未収入

金」に含まれております。 

２．契約負債は、貸借対照表のうち、流動負債の「その他」に含まれております。 

３．契約負債は、自社発行ポイント、自社発行商品券及び電子マネーのうち、期末時点に

おいて履行義務を充足していない残高であります。これらの契約負債はいずれも、将

来、商品等を販売し収益を認識した時点で取り崩されます。当事業年度において認識

した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、1,468,163 千円であり

ます。 

 

⑵ 残存履行義務に配分した取引価格 

当社においては、当初に予想される契約期間が１年以内であるものについては、実務上の便法

を適用し、注記の対象に含めておりません。 

未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当事業年度末時点において 162,981 千円であり

ます。当該履行義務は商品券に関するものであり、期末日後 10 年の間で収益を認識することを

見込んでおります。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,355,930円18銭 

２．１株当たり当期純利益 62,684円06銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 


